付属資料（構成員用）

第２号様式（プラント設備）【単体企業用】
令和　　年　　月　　日

配置技術者調書（監理技術者・主任技術者）
大阪府　様
住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
工事名称　：　一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事
当該工事に配置する技術者は、下表のとおりです。

	当初
	技術者区分
	□監理技術者（建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２号）を含む。）　□主任技術者

	
	配置条件
	□専任（工場製作のみの期間、専任免除）　　　□非専任

	
	技術者氏名
	

	
	生年月日
	

	
	入社年月日
	

	
	資格・免許
	例：１級○○施工管理技士

（監理技術者資格者証 交付番号：　　　　　　　　　　）

	現場施工期間
	技術者区分
	□監理技術者　　　□主任技術者

	
	配置条件
	□専任　　　□非専任

	
	技術者氏名
	

	
	生年月日
	

	
	入社年月日
	

	
	資格・免許
	例：１級○○施工管理技士

（監理技術者資格者証 交付番号：　　　　　　　　　　）


※技術者区分、配置条件の各項目は、該当の□にㇾ印を記入してください。なお、配置条件の「非専任」については、契約金額が４千５００万円未満で技術者を「専任」で配置しない場合のみ選択が可能です。
※専任でも当該配置技術者が建設業法第２６条第３項第１号又は第２６条の５の適用を受ける者の場合は、以下のチェック欄の□にマークしてください。
	該当事項
	チェック欄

	当該配置技術者は建設業法第２６条第３項第１号の適用を受ける者である
	□

	当該配置技術者は建設業法第２６条の５の適用を受ける者である
	□


※適用を受けなくなった場合は、発注者に報告のうえ専任配置すること。

１　契約工期の当初から配置する配置技術者を、当初の欄に記載してください。なお、総合評価落札方式を適用していない案件の場合若しくは配置技術者（監理技術者）の工事施工実績及び配置技術者（監理技術者）の工事成績点実績による評価が得られなかった場合、現場施工期間の欄に記載は不要です。
２　電子入札公告で当該技術者の専任を求めている場合は、原則他工事に従事している者、建設業法に規定する経営業務の管理責任者及び営業所の専任の技術者は、本工事の専任の技術者として配置できません。（ただし、専任の技術者であっても、「監理技術者制度運用マニュアル（令和６年１２月１３日国不建技第１２３号）」において、専任を要しないと明記されている期間等については、この限りではありません。）【別記参照】
３　当該技術者は、直接（電子入札公告で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。
４　「監理技術者制度運用マニュアル」に記載がある、途中交代が認められる場合以外の理由による配置技術者の変更は認めません。また、配置技術者の途中交代を行う場合は、当初の配置技術者と同等以上の能力を持った者を配置しなければなりません。
５　落札候補者は、配置技術者の照合が可能な書類を提出してください。提出書類については、電子入札公告を確認してください。
①監理技術者　・・・　監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証
（３ヶ月以上の雇用を求めており、上記資料で雇用期間を確認できない場合は、雇用関係証明書類）

②主任技術者　・・・　技術検定合格証明書等（実務経験によるものは経歴書）
（監理技術者資格者証を有する者は、①と同じ。）

（３ヶ月以上の雇用を求めており、上記資料で雇用期間を確認できない場合は、雇用関係証明書類）
【別記】

監理技術者制度運用マニュアル（抜粋）
三　監理技術者等の工事現場における専任

（３）監理技術者等の専任期間
元請が、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を工事現場に専任で設置すべき期間は契約
工期が基本となるが、たとえ契約工期中であっても次に掲げる期間については工事現場への専任は要し
ない。ただし、いずれの場合も、発注者と建設業者の間で次に掲げる期間が設計図書もしくは打合せ記録
等の書面により明確となっていることが必要である。

①　請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設
工事等が開始されるまでの間。）

②　工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時
中止している期間

③　橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工場製作を含む工事全般に
ついて、工場製作のみが行われている期間

④　工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間（なお、発注者の都合に　　
より検査が遅延した場合は、その期間（検査日含む）も専任を要しない。）
なお、工場製作の過程を含む工事の工場製作過程においても、建設工事を適正に施工するため、主任技術者又は監理技術者がこれを管理する必要があるが、当該工場製作過程において、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作を行うことが可能である場合は、同一の主任技術者又は監理技術者がこれらの製作を一括して管理することができる。
【実務経験による主任技術者を配置する場合のみ提出】
（建設業法第７条第２号イ、ロ又はハに該当する者）

令和　　年　　月　　日
主任技術者経歴書

大阪府　様
住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
	区分
	工種
	該当区分　（該当する欄に○）

	
	○○工事

（電子入札公告で求める工事：電気工事等）
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　５年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ロ　　実務経験　１０年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　１年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　５年以上

	
	建設業法第７条第２号
ハに基づく資格
	資格名
資格番号（　　　　　　　　　　）

	氏名及び

生年月日
	　○○　○○　　（昭・平　　年　　月　　日　生）

	学歴及び学科
	　○○大学○○学部○○学科　　（昭・平・令　　年　　月　　日　卒業）

	所属会社及び

入社年月日
	　○○株式会社　　（昭・平・令　　年　　月　　日　入社）


実務経験（※１　過去に所属した会社の実績の場合は工事名欄に当時の所属会社名も併せて記載すること。）

（※２　「工事の終期」と「次の工事の始期」までの期間が１２ヶ月を超える場合は連続して実務経験があるものとみなしません。）
	工期
	発注者又は

注文者名
	工　事　名
	金額

（千円）
	現場代理人等の経歴

	例：平成２５年４月～

　　　平成２５年１２月
	大阪府○○部
	○○株式会社

△△設備更新工事
	００，０００千円
	担当技術者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【システム設計技術者の配置が必要な場合のみ提出】
第３号様式（プラント設備）【単体企業用】

令和　　年　　月　　日

配置技術者調書（システム設計技術者）

大阪府　様

住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
工事名称　：　一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事
当該工事に配置する技術者は、下表のとおりです。

	技術者氏名
	

	生年月日
	

	入社年月日
	

	資　格
	· 主任技術者となるために必要な要件と同等の内容を満たす者

	
	
	国家資格
	あり（資格名　例：○級○○施工管理技士）・なし

	
	
	一定の実務経験に基づく資格
	あり・なし

	
	· 設計業務の実務経験

	技術者の所属部署
	


　　　　　資格の項目は、該当の□にㇾ印を記入してください。
１　契約工期の当初から配置するシステム設計技術者を、１名のみ記載してください。
２　システム設計技術者は、直接（入札公告で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。
３　システム設計技術者の途中交代は原則認めません。ただし、やむを得ず途中交代する場合は、当初のシステム設計技術者と同等以上の能力を持った者を配置しなければなりません。
４　落札候補者は、システム設計技術者の照合が可能な書類を提出してください。提出書類については、電子入札公告を確認してください。
①資格を確認する書類（写し）

設計業務の実務経験によるものは経歴書、それ以外は技術検定合格証明書等（実務経験によるものは経歴書）又は、監理技術者資格者証を有する者は、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証

②雇用関係を確認する書類（写し）

３ヶ月以上の雇用を求めており、上記資料で雇用期間を確認できない場合は、雇用関係証明書類
③所属部署を確認する書類

システム設計技術者の所属部署の位置づけを示す書類及び所属する部署が設計部門であることが確認できる書類（社内組織表、業務所掌、職務分担表等）
【設計業務の実務経験によるシステム設計技術者を配置する場合のみ提出】
令和　　年　　月　　日
システム設計技術者経歴書

大阪府　様
住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
当該工事に配置するシステム設計技術者の経歴は、下表のとおり相違ないことを証明します。
	氏名及び

生年月日
	　○○　○○　　（昭・平　　年　　月　　日　生）

	学歴及び学科
	　○○大学○○学部○○学科　　（昭・平・令　　年　　月　　日　卒業）

	所属会社及び

入社年月日
	　○○株式会社　　（昭・平・令　　年　　月　　日　入社）


実務経験（※１　過去に所属した会社の実績の場合は工事名欄に当時の所属会社名も併せて記載すること。）

（※２　「工事の終期」と「次の工事の始期」までの期間が１２ヶ月を超える場合は連続して実務経験があるものとみなしません。）

	工期
	発注者又は

注文者名
	工　事　名
	金額

（千円）
	所属部署

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【主任技術者となるために必要な要件と同等の内容を満たす者で
実務経験によるシステム設計技術者を配置する場合のみ提出】
（建設業法第７条第２号イ、ロ又はハに該当する者）

令和　　年　　月　　日
システム設計技術者経歴書

大阪府　様
住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
当該工事に配置するシステム設計技術者の経歴は、下表のとおり相違ないことを証明します。
	区分
	工種
	該当区分　（該当する欄に○）

	
	○○工事

（電子入札公告で求める工事：電気工事等）
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　５年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ロ　　実務経験　１０年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　１年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　５年以上

	
	建設業法第７条第２号
ハに基づく資格
	資格名
資格番号（　　　　　　　　　　）

	氏名及び

生年月日
	　○○　○○　　（昭・平　　年　　月　　日　生）

	学歴及び学科
	　○○大学○○学部○○学科　　（昭・平・令　　年　　月　　日　卒業）

	所属会社及び

入社年月日
	　○○株式会社　　（昭・平・令　　年　　月　　日　入社）


実務経験（※１　過去に所属した会社の実績の場合は工事名欄に当時の所属会社名も併せて記載すること。）

（※２　「工事の終期」と「次の工事の始期」までの期間が１２ヶ月を超える場合は連続して実務経験があるものとみなしません。）

	工期
	発注者又は

注文者名
	工　事　名
	金額

（千円）
	現場代理人等の経歴

	例：平成２５年４月～

　　　平成２５年１２月
	大阪府○○部
	○○株式会社

△△設備更新工事
	００，０００千円
	担当技術者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【総合評価落札方式を適用した案件のうち、若手技術者、女性技術者の配置の項目で、
現場代理人、担当技術者として、加算申請をし、評価を受けた場合のみ提出】
第４号様式（プラント設備）【単体企業用】
令和　　年　　月　　日

配置技術者調書（現場代理人・担当技術者）

大阪府　様

住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
工事名称　：　一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事
当該工事に配置する技術者は、下表のとおりです。

	技術者氏名
	

	生年月日
	

	入社年月日
	


１　現場施工期間の当初から配置する技術者を、１名のみ記載してください。

２　当該技術者は、入札参加申請時点で直接雇用されていなければなりません。
３　当該技術者の途中交代は原則認めません。ただし、やむを得ず途中交代する場合は、技術審査資料で求める要件
を満たす者を配置しなければなりません。
４　落札候補者は、配置技術者の照合が可能な次の書類を提出してください。

①雇用関係証明書類等
直接雇用関係及び性別が確認できる書類を提出してください。

②申請要件を満たすことが確認できる書類

上記資料で申請要件を満たすことが確認できない場合、確認できる書類を提出してください。
【配置技術者の専任配置が必要な場合のみ提出】
（別紙様式）

令和　　年　　月　　日

監理技術者等の専任性の確認調書

大阪府　様
住所
商号又は名称
代　表　者　名

（共同企業体の場合は、構成員ごとに提出してください。）　　　　　　（押印不要）
下記のとおり提出します。
	工事名称
	一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事

	落札金額（税込み）
	￥

	経営業務の
管理責任者の氏名
	

	営業所における
専任技術者の氏名
	

	当該工事現場に配置する
技術者の氏名
	


※　請負代金額が、4,500万円（建築一式工事の場合は、9,000万円）以上となる工事の場合にのみ、必要事項を記入し、下記の添付資料を添えて提出してください。

①　建設業許可の申請・変更等の届出の時に提出している
「経営業務の管理責任者証明書（様式第７号）」の副本の写しを添付してください。
②　建設業許可の申請・変更等の届出の時に提出している
「専任技術者一覧表（様式第１号別紙４）」の副本の写しを添付してください。
【入札参加資格で施工実績を求めている場合のみ提出】
（別紙２様式）
令和　　年　　月　　日

工事施工実績調書

大阪府　様

【JV名称】（単体企業の場合は下の商号又は名称欄に記入）

「○○△△建設共同企業体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

住所（JVの場合、代表構成員）
商号又は名称（　　　　　〃　　　　　）
代表者名（支店長名）（　　　　　〃　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
工事名称　：　一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事
入札参加資格の「施工実績等」に示す工事の完成実績については、下表のとおりです。
	工　事　名
	

	発注機関名
	

	（JVの場合、JV全体の）

契約金額（税込）
	￥

	工　　　期
	年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

	受注形態
	単体　　　／　　　共同企業体（出資比率　　％）

	工事概要
	

	コリンズ番号
	


　＜注＞
　※１　共同企業体による施工の場合は、出資比率が２０％以上の工事に限ります。
　※２　施工実績の内容をコリンズ登録証で確認できる場合は、施工実績を確認できる書類の提出は必要ありません。

　※３　施工実績の内容をコリンズ登録証で確認できない場合は、施工実績を確認できる書類（契約書、設計書、図面、特記仕様書等）を提出してください。
※４　機器の製作が含まれる施工実績を求めている場合は、入札参加資格で指定している機器の製作が含まれたものであることが必要です。
※５　複数の施工実績を申告する場合は、実績ごとに本調書をコピーして提出してください。
【開札日から起算して工期が４ヶ月を超える場合のみ提出】
令和　　年　　月　　日
中間前金払と部分払との選択に係る届出書

大阪府　様
住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
下記工事について、公共工事の前金払に関する要綱第９条第２項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。

□１　中間前金払を選択します。なお、本工事に関し、公共工事の前金払に関する要綱第１０条第２項の特例による場合を除き、部分払の請求はいたしません。

□２　部分払を選択します。なお、本工事に関し、中間前金払の請求はいたしません。　
記
	契 約 番 号
	２０２５－１０－８５０８

	工　事　名
	一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事

	工 事 場 所
	大阪市西区江之子島二丁目地内　外

	工　   　期
	　　　　　　　　  契約日と同日
（議会案件は、契約日の翌日（閉庁日除く））　
	　～　令和　１０年　５月　３１日

	契 約 金 額
	￥

	摘       要
	


（注）　１又は２を選択し、□にチェックすること。
本書提出後の選択の変更は認めない。
	【備　考】

　　詳しくは、「　公共工事の前金払に関する要綱　」をご覧ください。


社会保険等に関する誓約書
１　当社は、本書の提出日において、次の保険に適法に加入しています。
（※該当する保険をマークしてください。）
□　雇用保険　　　　　　□　健康保険　　　　　　□　厚生年金保険

２（１）当社は、本書の提出日において、次の保険が、法令で適用除外とされています。
（※該当する保険をマークしてください。）
□　雇用保険　　　　　　□　健康保険　　　　　　□　厚生年金保険

（２）法令で適用除外である理由は、次のとおりです。
（※該当するものにマークし、必要事項を記載してください。）
□　従業員規模等による（従業員　　　　人）
□　国民健康保険組合への加入による
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　）
３　当社は、当社が受注者となったときは、社会保険等に未加入の建設業者（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第３項に定める建設業者をいい、加入義務がない者を除く。以下「未加入者」という。）を、下請負人（第二次以下の下請契約の当事者を含む。以下同じ。）としません。
また、当社は次の事項を遵守します。
（1） 施工体制台帳を作成する際は、建設業許可業者である下請負人における社会保険等の加入状況を適切に確認する。
（2） 下請契約（第二次以下の下請契約を含む。）の締結後遅滞なく、施工体制台帳及び建設業許可業者である下請負人が社会保険等に加入している事実を確認した書類（社会保険等の適用除外に関する誓約書を含む。）を大阪府に提出する。
（3） 社会保険等に未加入である下請負人を把握したときは、その旨を大阪府に報告する。
（4） 大阪府から当社に対し、未加入者である下請負人への加入指導を求められた場合は、適切に指導を行い、社会保険等に加入した事実を確認することのできる書類を大阪府に提出する。
（5） 下請負人が社会保険等に未加入である旨を大阪府が保険担当機関に通報することについて、当該下請負人に周知徹底する。
以上、誓約します。なお、本書に記載した事項と事実が相違するときは、いかなる措置を受けても異議ありません。
大阪府総務部契約局長　様
令和　　年　　月　　日
所 在 地
商号又は名称
  代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）

「社会保険等に関する誓約書」の誓約内容について
　　落札候補者の入札参加資格審査（事後審査）の際に提出を求める「社会保険等に関する誓約書」において、落札候補者自身の社会保険等の加入状況、受注者となったときに社会保険等に未加入の建設業者を下請負人としない旨及び誓約事項と事実が相違するときはいかなる措置を受けても異議がない旨を誓約していただきます。
【下請負人に係る誓約事項の内容】（誓約書抜粋）
　　当社は、当社が受注者となったときは、社会保険等に未加入の建設業者（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第３項に定める建設業者をいい、加入義務がない者を除く。以下「未加入者」という。）を、下請負人（第二次以下の下請契約の当事者を含む。以下同じ。）としません。また、当社は次の事項を遵守します。
　⇒全ての下請次数において、社会保険等に未加入である建設業許可業者を下請負人としないことを誓約していただきます。〔建設工事請負契約書第７条の２第１項〕
　(1)施工体制台帳を作成する際は、建設業許可業者である下請負人における社会保険等の加入状況を適切に確認する。
　⇒施工体制台帳の「下請負人に関する事項」の「健康保険等の加入状況」を記載する欄について、受注者みずからが『加入』、『未加入』、『適用除外』の別を適切に確認してください。
(2)下請契約（第二次以下の下請契約を含む。）の締結後遅滞なく、施工体制台帳及び建設業許可業者である下請負人が社会保険等に加入している事実を確認した書類（社会保険等の適用除外に関する誓約書を含む。）を大阪府に提出する。
　⇒全ての下請次数において、下請契約の都度、施工体制台帳に受注者みずからが適切に確認をした証拠書類（下請負人の社会保険等の加入を示す領収証書の写し等：別添の「加入確認書類の例」を参照。）を添付の上、遅滞なく大阪府へ提出してください。〔建設工事請負契約書第７条の２第２項〕
　(3)社会保険等に未加入である下請負人を把握したときは、その旨を大阪府に報告する。
　⇒全ての下請次数において、建設業許可の有無にかかわらず、社会保険等に未加入の下請負人を把握したときは、「社会保険等未加入状況報告書」（様式１）に必要事項を記載の上、大阪府へ提出してください。
　(4)大阪府から当社に対し、未加入である下請負人への加入指導を求められた場合は、適切に指導を行い、社会保険等に加入した事実を確認することのできる書類を大阪府に提出する。
　⇒建設業許可業者である下請負人が社会保険等に未加入であった場合は、大阪府から受注者に対し、当該未加入者への加入指導を求める通知文を発出しますので、指定期間内（通知日の翌日から起算して30日間）に下請負人が社会保険等に加入した事実を確認することのできる書類（別添の「加入確認書類の例」を参照。）を大阪府へ提出してください。〔建設工事請負契約書第７条の２第３項〕
　(5)下請負人が社会保険等に未加入である旨を大阪府が保険担当機関に通報することについて、当該下請負人に周知徹底する。
　⇒全ての下請次数において、建設業許可の有無にかかわらず、社会保険等に未加入の下請負人を把握したときは、受注者から「社会保険等未加入状況報告書」（様式１）を提出していただき、この報告書をもとに大阪府から各保険担当機関（日本年金機構や地方労働局）に通報しますので、下請負人に予め周知徹底をお願いします。
【専任特例２号の配置が認められている案件で
専任特例２号を配置する場合のみ提出】
令和　　年　　月　　日
専任特例２号の配置に関する届出書

大阪府　様
住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（以下「専任特例２号」という。）及び監理技術者を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）の配置について、次のとおり届け出ます。

	工事名称
	一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事

	当該工事現場に配置する
専任特例２号の氏名
	

	当該工事現場に専任配置する監理技術者補佐の氏名
	

	専任特例２号が兼務する
工事の名称及び施工場所
	工事名称：

施工場所：


なお、専任特例２号の配置に関しては、入札説明書等に定める条件を遵守します。

※　請負代金額が、4,500万円（建築一式工事の場合は、9,000万円）以上となる工事の場合で、入札参加資格で専任特例２号の配置が認められている案件で専任特例２号を配置する場合、必要事項を記入し、下記を証する資料を添えて提出してください。
①　監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目は、専任特例２号に求める技術検定種目と同じであること。
②　監理技術者補佐は受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

③　監理技術者補佐が担う業務等の分担を明確にすること。
配置技術者名簿（監理技術者補佐）
当該工事に配置する監理技術者補佐の資格を記入してください。

	配置技術者　氏名
	

	 eq \o\ad(所属会社名,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	監理技術者補佐が

行う業務内容
	記載例）施工計画の作成、工事の工程管理、検査・試験の実施及び品質管理等の業務の補佐

	該当要件
（１若しくは２に〇をつけ、記入すること）

※１　※２
	１．　一級施工管理技士補であり、主任技術者の要件を満たしている　

	
	
	①一級施工管理技士補

検定種目：

番　　　号：

	
	
	②主任技術者となる資格若しくは実務経験

資格名： 

番　号：

実務経験　※２

	
	２．　監理技術者の要件を満たしている　※３

	
	
	資格名：

番　号：


※１　資格証等の写しを添付すること。

※２　実務経験の場合は、主任技術者経歴書を添付すること。
（高等学校、専門学校卒及び大卒等の場合は指定学科卒業であること。）

※３　一級施工管理技士等の国家資格等により監理技術者の要件を満たしていること。

※４　資格者証等により３ヶ月以上の雇用を確認できない場合は、資格者証本人の健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等の写しを添付すること。（被保険者整理番号及び基礎年金番号並びにQRコード等にマスキングをすること）

◎監理技術者に工事経験等の実績を求めている場合は、次の欄に監理技術者補佐の経験を記入すること。（同等の実績が必要）

	工事経験
	工事名
	

	
	発注機関
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額（税込）
	￥

	
	工　　　期
	年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日

	
	役　　　割
	（監理技術者、主任技術者、担当技術者のいずれかを記載）

	
	従事期間　
	年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日

	
	工事概要
	

	
	コリンズ番号
	


【週休２日対象工事（発注者指定方式）の場合のみ提出】
（別紙様式１号）
「週休２日工事」取り組み形式確認書
大阪府　様
住所
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　（押印不要）
一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事において、週休２日工事の実施にあたり大阪府 都市整備部「週休2日工事」実施要領　第５条２（１）に基づき、次の通り形式を選択します。
記
	形式の選択
	□　完全週休２日制工事を選択します。
□　週休２日制工事を選択します。
※選択する形式のチェックボックスに✓を入れてください。


（注）本確認書は、発注者指定で実施する「週休２日工事」の場合に、落札候補者の提出書類提出時に、必ず、提出してください。
なお、確認書提出後は、形式変更を行うことはできません。
【余裕期間制度（任意着手方式）の場合のみ提出】
（様式１号：任意着手方式）
工 期 通 知 書

令和　　年　　月　　日
大阪府　様
【JV名称】（単体企業の場合は下の商号又は名称欄に記入）
「○○△△建設共同企業体　　　　　　　　　　　　　　　」 
住所（JVの場合、代表構成員）
商号又は名称（　　　　　　　〃　　　　　  ）
  代表者名（支店長名）（　　　　〃　　　　） 　　　　　　　　（押印不要）
一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事において、余裕期間の工期設定にあたり大阪府 都市整備部「工事における余裕期間制度」実施要領第４条２に基づき、下記のとおり提出します。
	契約予定年月日
	令和　　年　　月　　日

	工期の始期日
	令和　　年　　月　　日

	工　　　期
	工期の始期日　から　令和　　年　　月　　日（○○○日間）

	備　　　考
	


※　落札候補者の提出書類提出時に提出すること。
※　契約書には、本通知書により通知した工期（工期の始期日及び終期日）を記載する。
【余裕期間制度（フレックス方式）の場合のみ提出】
（様式２号：フレックス方式）
工 期 通 知 書

令和　　年　　月　　日
大阪府　様
【JV名称】（単体企業の場合は下の商号又は名称欄に記入）
「○○△△建設共同企業体　　　　　　　　　　　　　　　」 
住所（JVの場合、代表構成員）
商号又は名称（　　　　　　　〃　　　　　  ）
  代表者名（支店長名）（　　　　〃　　　　） 　　　　　　　　（押印不要）
一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事において、余裕期間の工期設定にあたり大阪府 都市整備部「工事における余裕期間制度」実施要領第４条２に基づき、下記のとおり提出します。
	契約予定年月日
	令和　　年　　月　　日

	工期の始期日
	令和　　年　　月　　日

	工期の終期日
	令和　　年　　月　　日

	工　　　期
	工期の始期日　から　令和　　年　　月　　日まで（○○○日間）

	備　　　考
	


※　落札候補者の提出書類提出時に提出すること。
※　契約書には、本通知書により通知した工期（工期の始期日及び終期日）を記載する。
※本書において、雇用保険とは雇用保険法（昭和49年法律第116号）に基づく雇用保険を、健康保険とは健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく健康保険を、厚生年金保険とは厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）に基づく厚生年金保険をいい、これらを総称して「社会保険等」といいます。


　また、建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第３項に定める建設業者を「建設業許可業者」といいます。


※自らが「法令で適用除外」に該当するかどうかを確認しようとするときは、雇用保険については� HYPERLINK "http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html" �厚生労働省（公共職業安定所）�に、健康保険及び厚生年金保険については� HYPERLINK "http://www.nenkin.go.jp/section/soudan/index.html" �日本年金機構（年金事務所）�にお問い合わせください。
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